
令和６年度 入札・契約制度改定説明会

（令和６年１０月改定）

【入札参加者用】
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〈建設関連業務〉

（１）調査基準価格の改定

（２）技術提案チャレンジ型における入札参加条件の改定について

（３）入札参加資格確認票の様式改定について

（４）成績調書の様式改定について

〈建設工事及び建設関連業務〉

（１）共通仕様書等の改定について

改定の内容
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（１）調査基準価格の改定

現行（R1.10.1～） 改定（R6.10.1～）

現行で79%であるが、改正
により80%程度に上昇する。

設計額に対する調査基準
価格の割合は宮城県の標
準的なモデル例によると、
現行で79%であるが、改正
により80%程度に上昇する。

現行で84%であるが、改正
により85%程度に上昇する。

現行で78%であるが、改正
により80%程度に上昇する。
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（１）調査基準価格の改定
■建設関連業務に係る履行能力確認調査実施要領（令和６年１０月改定）

【改定前】 【改定後】
建設関連業務に係る履行能力確認調査実施要領

（趣旨）
第１ この要領は、財務規則（昭和３９年宮城県規則第7号）の規定に
基づき、建設工事に係る測量、設計及び調査の業務（以下「建設
関連業務」という。）の委託の契約を締結しようとする場合にお
いて、同規則第１００条の２第１項の規定により低入札価格の調
査（以下「履行能力確認調査」という。）を行うときの取扱い等
について必要な事項を定めるものとする。

（対象業務）
第２ 履行能力確認調査の対象となる業務は、条件付一般競争入札及
び指名競争入札により発注する建設関連業務とする。

２ 履行能力確認調査の対象となる業務について、財務規則第１０６
条第２項の規定による指名競争入札の指名に係る通知（以下「指名
通知」という。）を行う場合には、当該指名通知に、この要領の規
定を適用する旨を明示するものとする。

（調査基準価格の算定）
第３ 調査基準価格の消費税及び地方消費税の額を除く額（以下「税
抜き調査基準価格」という。）は、別表により求めるものとする

別表

① ② ③ ④

建設コンサルタント業務 直接人件費 直接経費 その他原価×０．９
一般管理費等
       ×０．４８

　６／１０
　　～８／１０

測量業務 直接測量費 測量調査費 諸経費×０．４８ －
　６／１０
　　～８．２／１０

地質調査業務 直接調査費
間接調査費

　×０．９
解析等調査業務費

　　　　　×０．８
諸経費×０．４８

　２／３
　  ～８．５／１０

補償コンサルタント業務 直接人件費 直接経費 その他原価×０．９
一般管理費等
       ×０．４５

　６／１０
　　～８／１０

建築設計業務 直接人件費 特別経費 技術料等経費×０．６ 諸経費×０．６
　６／１０
　　～８／１０

業務区分

税抜き調査基準価格＝①から④の計

設定の範囲
調査基準価格における

直接業務費相当額
調査基準価格における

諸経費相当額

建設関連業務に係る履行能力確認調査実施要領

（趣旨）
第１ この要領は、財務規則（昭和３９年宮城県規則第7号）の規定に
基づき、建設工事に係る測量、設計及び調査の業務（以下「建設
関連業務」という。）の委託の契約を締結しようとする場合にお
いて、同規則第１００条の２第１項の規定により低入札価格の調
査（以下「履行能力確認調査」という。）を行うときの取扱い等
について必要な事項を定めるものとする。

（対象業務）
第２ 履行能力確認調査の対象となる業務は、条件付一般競争入札及
び指名競争入札により発注する建設関連業務とする。

２ 履行能力確認調査の対象となる業務について、財務規則第１０６
条第２項の規定による指名競争入札の指名に係る通知（以下「指名
通知」という。）を行う場合には、当該指名通知に、この要領の規
定を適用する旨を明示するものとする。

（調査基準価格の算定）
第３ 調査基準価格の消費税及び地方消費税の額を除く額（以下「税
抜き調査基準価格」という。）は、別表により求めるものとする

別表

① ② ③ ④

建設コンサルタント業務 直接人件費 直接経費 その他原価×０．９
一般管理費等
      ×０．５０

　６／１０
　　～８．１／１０

測量業務 直接測量費 測量調査費 諸経費×０．５０ －
　６／１０
　　～８．２／１０

地質調査業務 直接調査費
間接調査費

　×０．９
解析等調査業務費

　　　　　×０．８
諸経費×０．５０

　２／３
　　～８．５／１０

補償コンサルタント業務 直接人件費 直接経費 その他原価×０．９
一般管理費等
      ×０．５０

　６／１０
　　～８．１／１０

建築設計業務 直接人件費 特別経費 技術料等経費×０．６ 諸経費×０．６
　６／１０
　　　～８／１０

税抜き調査基準価格＝①から④の計

設定の範囲
調査基準価格における

直接業務費相当額
調査基準価格における

諸経費相当額
業務区分
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（２）技術提案チャレンジ型における入札参加条件の改定

建設関連業務における一般競争入札及び指名競争入札の入札参加条件には、「直前２年間
の年間平均営業実績額が予定価格を上回っていなければならない」と規定しているが、一般競争
入札総合評価落札方式の技術提案チャレンジ型は、新規参入企業や受注実績の少ない企業へ
の受注機会拡大を図るために「前年度に受注実績がないこと」を規定としており、「年間平均営業
実績」が上回らない可能性があることから、技術提案チャレンジ型の適用する場合は、「年間平均
営業実績」の要件を除外するもの。

・ 競争入札参加資格承認を受けた者

・ 指名停止期間でない者

・ 暴力団等排除要綱の措置要件でない者
・ 会社更生法・民事再生法の手続きでない者

・ 銀行取引停止でない者

・ 該当する業務部門の資格を有する者

・ 資格承認申請の直前２年間の年間平均
実績額が業務の予定価格を上回っている者

・ 入札公告の条件に満たす者

一般競争入札の入札参加条件
〈建設関連業務における条件付一般競争入札試行要領〉

技術提案チャレンジ型の入札参加条件
〈除外 ・ 緩和〉

・ 競争入札参加資格承認を受けた者

・ 指名停止期間でない者

・ 暴力団等排除要綱の措置要件でない者
・ 会社更生法・民事再生法の手続きでない者

・ 銀行取引停止でない者

・ 該当する業務部門の資格を有する者

・ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

・ 入札公告の条件に満たす者

※ 令和6年10月1日以降の公告日の建設関連業務の総合評価落札方式の
技術提案型チャレンジに適用するものから実施 5



（２）技術提案チャレンジ型における入札参加条件の改定

〈建設関連業務の技術提案チャレンジ型の適用のみ〉

■建設関連業務における条件付き一般競争入札試行要領の改定

① 入札公告（総合評価落札方式適用）の改定

①入札公告（総合評価落札方式適用）の改定
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（３）入札参加資格確認票の様式改定

入札参加資格確認票（１） 〈企業の同種業務の実績〉

7

▇ 改正内容
・入札参加資格確認票（１）:〈企 業 実 績〉入札公告に示す業務実績の複数記入の削除

・入札参加資格確認票（２）:〈技術者実績〉管理技術者の担当業務の業務概要の削除

・入札参加資格確認票（３）:〈照査技術者〉担当業務数及び同種業務の経験の削除、担当技術者の全て削除

改定後改定前

建設関連業務における入札参加資格確認票において、配置技術者の業務実績や担当業務数
を確認するために、複数の実績や手持ち業務の概要などを記入して頂くことで、技術資料の提出物
の削減を実施してまいりました。さらなる簡素化を目指し、入札参加資格確認票(1)(2)(3)の項目
を見直し、入札参加者への負担軽減のため、様式を改めるもの。



（３）入札参加資格確認票の様式改定
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入札参加資格確認票（２） 〈管理技術者の担当業務及び実績〉

改定前 改定後



（３）入札参加資格確認票の様式改定
入札参加資格確認票（３） 〈担当技術者の担当業務及び実績〉

改定前 改定後
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実施能力の評
価

実施体制及び
執行計画

12.0 点／ 20.0 点 12.0 点／ 20.0 点 ― 点／ ― 点 ― 点／ ― 点

技術者評定

項  目  別  評  定  点

委託業務名：

管理技術者
（評定点／満点）

（注１）

管理技術者名：

管理補助技術者名：

□□　□□

〇〇　〇〇

業務評定
（評定点／満点）

（注１）

評価項目 担当技術者
（評定点／満点）

（注１）

照査技術者
（評定点／満点）

（注１）

細 別

（４）成績調書の改定

実施能力の評
価

実施体制及び
執行計画

12.0 点／ 20.0 点 12.0 点／ 20.0 点 ― 点／ ― 点 ― 点／ ― 点

執行管理 3.0 点／ 5.0 点 3.0 点／ 5.0 点 ― 点／ ― 点 ― 点／ ― 点

項  目  別  評  定  点

委託業務名：

技術者評定

管理技術者
（評定点／満点）

（注１）

担当技術者
（評定点／満点）

（注１）

照査技術者
（評定点／満点）

（注１）

細 別

実

評価項目
業務評定

（評定点／満点）

項目別評定点
【改定前】 【改定後】
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